
2第　  章 高齢社会対策の実施の状況

第１節 高齢社会対策の基本的枠組み

○我が国の高齢社会対策の基本的枠組みは、高
齢社会対策基本法（平成７年法律第１２９号）
に基づいている。

○高齢社会対策会議は、内閣総理大臣を会長と
し、委員には全閣僚が任命されており、高齢
社会対策の大綱の案の作成、高齢社会対策に
ついて必要な関係行政機関相互の調整並びに
高齢社会対策に関する重要事項の審議及び対
策の実施の推進が行われている。

○高齢社会対策大綱は、高齢社会対策基本法に
よって政府に作成が義務付けられているもの
であり、政府が推進する高齢社会対策の中長
期にわたる基本的かつ総合的な指針となるも
のである。

○平成８年７月に最初の高齢社会対策大綱が策
定されてから５年が経過し、経済社会情勢も
変化したことから、１３年１２月２８日、高齢社会

対策会議における案の作成を経て、高齢社会
対策大綱が閣議決定された。

○高齢社会対策大綱に基づく施策の総合的推進
のため、分野別の基本的施策の枠を超え、横
断的に取り組む課題を設定し、関連施策の総
合的な推進を図ることとしている。

○高齢社会対策は、就業・所得、健康・福祉、
学習・社会参加、生活環境、調査研究等の推
進という広範な施策にわたり、着実な進展を
みせている。一般会計予算における関係予算
をみると、平成２１年度においては１７兆１，８４７
億円となっている。
これを各分野別にみると、就業・所得１０兆

３，１９４億円、健康・福祉６兆８，０９７億円、学
習・社会参加１６４億円、生活環境１５３億円、調
査研究等の推進２３９億円となっている。

就業・所得 健康・福祉 学習・社会参加 生活環境 調査研究等の推進 計
平成８年度 ４３，２６９ ３９，５１６ ７６６ ４４９ ３４０ ８４，３４０

９ ４３，１７６ ４１，６９８ ６８６ ４５２ ３８５ ８６，３９６
１０ ４４，０７８ ４５，４７６ ５９３ ４０４ ３８０ ９０，９３２
１１ ５２，０９５ ４９，６９４ ５８３ ３９９ ４４５ １０３，２１５
１２ ５３，３８６ ５２，２９７ ５１６ ４１８ ８５１ １０７，４６７
１３ ５４，８８４ ５５，８６２ ３５６ ３２９ ９６８ １１２，３９８
１４ ５６，３８７ ５９，２６４ ３５８ ２９２ １，１８７ １１７，４８８
１５ ５７，７０５ ６１，２９８ ３４６ ２６７ １，１１４ １２０，７３０
１６ ５９，９４３ ６３，０９８ ２７７ １３０ ４５３ １２３，９０１
１７ ６４，３５５ ６１，９６０ ２６６ １２８ ２７４ １２６，９８２
１８ ６８，２６０ ６１，４００ ２１６ １２５ ２４６ １３０，２４６
１９ ７２，２９４ ６３，５４１ １９５ １２５ ２１７ １３６，３７３
２０ ７６，６８４ ６４，０３５ ２４０ １２４ ２１２ １４１，２９５
２１ １０３，１９４ ６８，０９７ １６４ １５３ ２３９ １７１，８４７

（単位：億円）

資料：内閣府
（注１）高齢社会対策関係予算には、本表に掲げる一般会計のほか、特別会計等がある。
（注２）本表の予算額は、高齢社会対策関係予算として特掲できるもののみを合計した額である。
（注３）本表の予算額は、当初予算案の数字である。
（注４）平成２１年度の予算額において、特掲できない７００億円を計上していない。

表２－１－１ 高齢社会対策関係予算（一般会計）



第２節 高齢社会対策の動き

１ 主な法律の制定・改正

平成２１年度に推進された高齢社会対策につい
て、主な法律の制定・改正の動きを挙げれば、
次のとおりである。

（１）「国民年金法等の一部を改正する法律等
の一部を改正する法律」（平成２１年法律第
６２号）の成立（厚生労働省）
年金制度の長期的な給付と負担の均衡を図

り、年金制度を持続可能なものとするととも
に、将来的な給付水準（現役世代の手取り収入
の５０％）を確保し、国民の年金制度への信頼確
保を図る観点から、平成２１年度からの基礎年金
国庫負担割合２分の１を実現するため、「国民
年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正
する法律案」を第１７１回国会に提出し、同年６
月に成立した。
これにより、平成２１年度及び２２年度において

は、財政投融資特別会計からの一般会計への繰
入れにより臨時の財源を手当てし、基礎年金国
庫負担割合を２分の１とするとともに、「税制
の抜本的な改革」により所要の安定財源を確保
した上で２分の１を恒久化することとなった。
また、仮に恒久化する年度が２４年度以降となっ
た場合には、それまでの間も、臨時の法制上及
び財政上の措置を講ずることにより２分の１と
することとなった。

（２）「道路交通法の一部を改正する法律」（平
成１９年法律第９０号）の施行（警察庁）

運転免許証の更新期間が満了する日における
年齢が７５歳以上の者については、運転免許証の
更新期間が満了する日前６月以内に、講習予備

検査（認知機能検査）を受けなければならない
こととする「道路交通法の一部を改正する法律」
（平成１９年法律第９０号）が平成２１年６月に施行
された。

（３）「道路交通法の一部を改正する法律」（平
成２１年法律第２１号）の成立（警察庁）

身体機能の低下が運転に影響を与えるおそれ
のある高齢運転者等による駐車を支援するた
め、道路標識により指定されている場所では、
高齢者等が運転し、都道府県公安委員会が交付
した専用場所駐車標章を掲示した普通自動車に
限り、駐車又は停車をすることができることと
する高齢運転者等専門駐車区間制度の新設等を
内容とする「道路交通法の一部を改正する法律」
（平成２１年法律第２１号）が平成２１年４月に成立
し、同制度は２２年４月に施行されることとなっ
た。

（４）「高齢者の居住の安定確保に関する法律
の一部を改正する法律」（平成２１年法律第３８
号）の成立・施行（厚生労働省・国土交通省）

高齢者の居住の安定の確保を一層推進するた
め、基本方針の拡充、都道府県による高齢者の
居住の安定の確保に関する計画の策定、高齢者
生活支援施設と一体となった高齢者向け優良賃
貸住宅の供給の促進等の措置を講ずることを目
的とした「高齢者の居住の安定確保に関する法
律の一部を改正する法律」（平成２１年法律第３８
号）が平成２１年５月に成立し、同年８月に一部
施行された。
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（５）育児休業、介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律（平成３
年法律第７６号）の改正（厚生労働省）

さらなる仕事と家庭の両立支援の推進を図る
ため、介護のための短期の休暇制度の創設等、
平成２１年６月に育児・介護休業法が改正され
た。

２ 主な取組

○無年金・低年金問題への対応（厚生労働省）
無年金・低年金問題への対応は極めて重要な

課題であり、平成２１年１２月には、記録上では年
金の受給資格期間を満たしていないが、任意加
入等により年金受給に結びつく可能性がある６３
歳以上の加入者約５０万人を対象として、加入期
間の確認を促すためのお知らせを発送した他、
記録上は受給資格期間を満たしているにもかか
わらず請求を行っていない方に対して、請求を
促すためのお知らせを送付するなどの対策を講
じている。
さらに、平成２２年通常国会に提出した「国民

年金及び企業年金等による高齢期における所得
の確保を支援するための国民年金法等の一部を
改正する法律案」には、保険料を納めやすくす
ることで、将来の無年金・低年金を防止する等
の観点から、国民年金保険料の納付可能期間を
２年から１０年に延長する等の措置を行うことを
盛り込んでいる。

○日本年金機構の発足と年金記録問題への対応
（厚生労働省）
平成２２年１月、社会保険庁は廃止され、新た

に非公務員型の公法人として日本年金機構が設
立された。
これにより、公的年金については、国が財政

責任・管理運営責任を担いつつ、一連の運営業

務は日本年金機構が厚生労働大臣から権限や事
務の委任委託を受け、その直接的な監督の下で
担うこととなった。
年金記録問題については、日本年金機構と厚

生労働大臣とで密接に連携し、その対応を当面
の最重要課題として取り組むこと等を日本年金
機構法に基づき中期目標において指示を行った。

○「新年金制度に関する検討会」の設置（内閣
官房）
平成２２年３月、年金制度の抜本改革について

議論を開始し、新制度の構築に向けて、５月を
めどに基本的な原則をまとめることとしてい
る。

○シルバー人材センターの支援等（厚生労働省）
高齢者の就業ニーズに応じて、地域社会に根

ざした臨時的・短期的又は軽易な就業機会を提
供するシルバー人材センター事業の推進を図っ
ている（平成２１年３月末現在、シルバー人材セ
ンターの団体数は１，３２９団体、会員数は約７６万
人）。
さらに、「教育、子育て、介護、環境」を重

点にシルバー人材センター事業と自治体が共同
して企画提案した事業を支援するほか、高齢者
の知識・経験を生かすためのワークショップの
開催、企業等とのマッチングを行うシニア就業
支援プログラム事業を実施している。

○介護従事者等の人材確保のための処遇の改善
（厚生労働省）
近年の介護サービスを巡っては、介護従事者

の離職率が高く、人材確保が困難であるといっ
た状況にあり、第１６９回国会で「介護従事者等
の人材確保のための介護従事者の処遇改善に関
する法律」（平成２０年法律第４４号）が成立した



（注）平成2年度（事業開始）～ 21年度（見込み）

地域別
4,254人

分野別
4,254人

アジア
1,635人

中南米
1,385人

欧州・
中近東・
アフリカ
779人

大洋州
455人

社会福祉
194人

科学・工学
875人

教育・文化
835人

農林水産
472人

計画・行政
575人

公共事業
540人

商業・観光
502人

保険・医療
261人

ことを踏まえ、平成２１年４月にプラス３．０％の
介護報酬改定を行い、さらに、平成２１年度第一
次補正予算においては、介護職員（常勤換算）
１人当たり平均月額１．５万円の賃金引き上げに
相当する介護職員処遇改善交付金を創設するな
ど、介護従事者の処遇改善を図った。

○介護基盤の緊急整備（厚生労働省）
平成２１年度第一次補正予算において介護基盤

の緊急整備として、各都道府県において第４期
計画で既に計画されている特別養護老人ホー
ム、老人保健施設、認知症高齢者グループホー
ム等の整備量の合計が約１２万人分であるとこ
ろ、さらに約４万人分の上乗せを行い、２３年度
までの３年間で合計１６万人分を目標として整備
を推進するため、介護基盤緊急整備等臨時特例
基金（各都道府県に設置）を創設し、助成等の
拡充を３年間行うこととしている。

○後期高齢者医療制度の廃止と新たな制度の検
討（厚生労働省）
後期高齢者医療制度については、制度に対す

る国民の御意見等を踏まえ廃止することとし、
廃止後の新たな制度の具体的なあり方を検討す

るため、平成２１年１１月に、厚生労働大臣の主宰
により、関係団体の代表、高齢者の代表、学識
経験者からなる「高齢者医療制度改革会議」が
開催された。同会議においては、検討に当たっ
ての基本的な考え方として、「後期高齢者医療
制度の年齢で区分するという問題を解消する制
度とする」、「高齢者の保険料が急に増加した
り、不公平なものにならないようにする」、「市
町村国保の広域化につながる見直しを行う」等
の６原則が示され、この原則に基づき検討が進
められている。

○シニア海外ボランティア事業の実施（外務省）
豊富な知識、経験、能力を有し、かつ途上国

の社会や経済の発展に貢献したいというボラン
ティア精神を有する中高年が、海外技術協力の
一環として、途上国の現場で活躍できるよう、
引き続き独立行政法人国際協力機構を通じシニ
ア海外ボランティア事業を実施した。

○住宅防火対策の推進（総務省）
高齢者を中心に増加する住宅火災による死者

数の大幅な低減を図るため、春・秋の全国火災
予防運動を通じて「高齢者等の災害時要援護者

図２－３－１８ 地域別・分野別 シニア海外ボランティアの派遣者数
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の把握とその安全対策に重点を置いた死者発生
防止対策の推進」等を重点項目として、地域が
一体となって、住宅用火災警報器等の早期設置
や防炎品の普及促進を含めた総合的な住宅防火
対策を推進した。
平成２１年３月に発生した群馬県渋川市の老人

ホーム火災を踏まえ、未届の有料老人ホームを
含む全国の入所社会福祉施設等に対し、防火対
策の徹底を求めるとともに福祉部局及び建築部
局と連携を図り緊急調査を行った。調査の結
果、特に未届の有料老人ホームに高い割合で消
防法令違反が発見されたため、フォローアップ
調査を行い違反是正の徹底を図った。

○公共交通機関、建築物、道路等のバリアフ
リー化（国土交通省）
「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律」（平成１８年法律第９１号。以下「バ
リアフリー新法」という。）に基づき、公共交
通機関、建築物、道路等のバリアフリー化の取
組を推進している。

○歩行空間の形成（国土交通省、警察庁）
移動はあらゆる生活活動に伴い発生する要素

であり、また、就労、余暇を支える要素であ
る。したがって、その障壁を取り除き、すべて
の人が安全に安心して暮らせる道路交通環境づ
くりを行うことが重要な課題となっており、信
号機、歩道等の交通安全施設等の整備を推進し
ている。

３ 高齢社会対策の総合的な推進のため
の取組

（１）明日の安心と成長のための緊急経済対策
（全省庁）

平成２１年１２月、現下の厳しい経済・雇用状

況、直面する円高・デフレ状況を踏まえ、景気
回復を確かなものとするための経済対策を閣議
決定した。
その対策の柱として、「雇用」、「環境」及び

「景気」を掲げ、「雇用」の分野においては、
介護・医療等の分野における新たな雇用機会の
創設や人材育成の推進、ワーク・ライフ・バラ
ンス（仕事と生活の調和）、女性・高齢者・障
がい者等の労働参加促進や多様な働き方の確保
などを内容とする「雇用戦略」の本格的な推進
に取り組むこととしている。

（２）新成長戦略（基本方針）（全省庁）
平成２１年１２月、６つの戦略分野の基本方針と

目標とする成果をまとめた新成長戦略（基本方
針）を閣議決定した。
その６つの戦略分野のひとつである「ライ

フ・イノベーションによる健康大国戦略」にお
いて、高齢者向けのバリアフリー住宅の供給促
進、高齢者の将来の不安を解消し、生涯を楽し
むための医療・介護サービスの基盤強化、地域
における高齢者の安心な暮らしの実現を掲げて
おり、平成２２年６月を目途に「新成長戦略」と
して取りまとめることとしている。

（３）「新しい公共」円卓会議
第１７３回国会における所信表明演説に基づき、

「新しい公共」という考え方やその展望を市民、
企業、行政などに広く浸透させるとともに、こ
れからの日本社会の目指すべき方向性やそれを
実現させる制度・政策の在り方などについて議
論を行うことを目的として、平成２２年１月より
開催されている。


